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要約
がんは遺伝子の変異によりもたらされる疾患である。一部は遺伝的な要因によるが、多くの変異は外的

な要因で引き起こされる。食事、喫煙、飲酒、感染症、体型、運動などの生活習慣は外的な発がん要因と
して重要で、最近の日本人における研究では、がんのおよそ半数が生活習慣の改善で予防可能とされてい
る。中でも禁煙と感染症（H.pylori, HCV, HPV）の治療・予防がもっとも重要かつ有効である。飲酒量およ
び BMIで表わされる体型と発がんリスクの間には Uないし J型の関係があり、もっともリスクが低くなる
最適値が存在する。身体活動とがんのリスクには量反応関係があるとされ、全がんおよび結腸がんでリス
ク低下が認められる。食事については、日本人ではがん発生への寄与は大きくなく、塩分過剰摂取の抑制
と野菜果物の摂取が推奨されているのみであり、サプリメントを含む食品中から抽出された成分によるが
ん予防効果はないか、あってもごくわずかであると考えられる。	 （臨床環境 22：10－17，2013）

《キーワード》がん予防、生活習慣、リスク要因

Abstract
Cancer is a disease of damaged DNA caused by genetic mutations.  Most cancer-causing mutations involving 

oncogenes are acquired, rather than inherited.  Epidemiological studies have shown that around half of all cases of 
cancer could be avoided if people made changes to their lifestyle.  Among lifestyle-related risk factors are tobacco 
smoking, drinking alcohol, an elevated body mass index (BMI), a lack of physical activity and infections.  Tobacco 
smoking and infections (H.pylori, HCV, HPV) are major causes of cancer in Japan.  Together, these two risk factors 
account for nearly 45% of all cancer deaths.  The Japanese government has given the highest priority to limiting or 
eradicating these two factors.  There are J- or U-shaped associations between either alcohol consumption or BMI 
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Ⅰ．はじめに
平成24年６月、「がん対策推進基本計画」が閣

議決定された。「がん対策基本法」に基づいて平
成19年に策定された５年計画の前基本計画に引き
続き、新たなわが国のがん対策の基本方針が示さ
れたことになる １）。
がん予防は５年前の前基本計画から一貫して、

がん対策の重要な事項の一つに位置付けられてい
る。東京都が「がん対策基本法」に沿って策定す
る「東京都がん対策推進計画」（第一次改定）（案）
では、６項目の施策の中の３項目ががん検診や健
康教育を含めた予防に関する事項で占められてい
る（表１） ２）。中でも一次予防と呼ばれる、いわ
ゆるがん予防については施策が具体的な記述で列
挙されており、行政においてもがん予防の有効性
が十分に認識されていることが分かる。近年日本
人のがん予防に関する疫学的な知見が集積されて
きていることがこの具体的記述の背景にある。
「東京都がん対策推進計画」のがん診療連携拠
点病院等整備の規定により、平成22年、著者の所
属する北里研究所病院は東京都認定がん診療病院
に認定された。北里研究所病院は検診等による予
防から急性期医療、緩和・終末期医療までの一貫
したがん医療を提供しているが、予防医学の重視
は、病院の前身である「土筆ヶ岡養生園」が1893
年に北里柴三郎により創立されて以来のものであ
る。社団法人北里研究所の定款第１条には「各種
疾病の原因及び予防治療方法の研究並びに治療施
設及び教育施設の運営を行うことにより国民保健
の向上に寄与する」と謳われており、予防医学活
動は、学祖以来の重要な使命となっている ３）。

Ⅱ．がんの仕組解明の進歩
がんの一次予防の具体化には、がん発生メカニ

ズムの解明が関わっている。近年は遺伝子レベル
で多くのことが明らかとなっている。
がんは遺伝子異常によって発生する。正常細胞
の中に、がんを発生させる因子が内在し、これに
外部からの刺激、環填要因が加わってがんが発生
すると考えられている。内在する因子である「が
ん遺伝子」と「がん抑制遺伝子」の変異ががん化
をもたらすが、がん化には単一の遺伝子異常では
不十分で、多段階発がんと呼ばれる、複数のがん
遺伝子やがん抑制遺伝子が変異する過程が必要で
ある ４）。
外部から遺伝子に変異を与えて発がんをもたら
す要因には，化学的因子、物理的因子（放射線
等）、生物学的因子（ウィルス等）があり、これ
らの組み合わせに、遺伝子多型等による個体の素
因が関係することになる。一方でこれらのがん化
に向けた変異をチェックして防ぐための機構があ
る。遺伝子変異を防御、あるいは変異を修復する
機構、変異を起こした細胞を排除する機構として
の細胞死（アポトーシス）や免疫機構（がん免疫）
等、様々な機構が備わっている。
がん予防とはすなわち、防ぎ得る外部からの要
因をいかに遮断ないし減少させるか、あるいは変
異を防ぐ機構を増強させるかということになる。

Ⅲ．わが国のがん罹患とがん死亡の現状と
推移

がん（悪性新生物）はわが国の死因の第１位で
あり、死因総数の30％を占め、一貫して増加の傾
向を示している。2010年のわが国のがん（全部
位）死亡数は34.4万人、2011年のがん（全部位）
罹患数は66.4万人と報告されている。一方で年齢
調整死亡率は近年男女とも減少傾向にあり、死亡
数の増加は人口の高齢化にともなうものであるこ

and the risk of cancer death.  Physical exercise has been shown to reduce the risks of colon cancer in a dose-de-
pendent manner.  There is little clear evidence showing that dietary factors increase or decrease cancer risk.  A 
study on Japanese simply demonstrated that a low-salt diet and a fruit- or vegetable-rich diet might reduce the risk 
of cancer deaths by 1%. � ( Jpn J Clin Ecol 22 : 10－17, 2013)

《Key words》cancer prevention, lifestyle, cancer risk
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とが見て取れる。
これに対して年齢調整罹患率は男女とも増加傾

向にある。５大がん（胃、大腸、肝、肺、乳房）
に前立腺を加えた罹患率の高い６つのがん種で見
ると、年齢調整罹患率が増加傾向にあるのが前立
腺と乳房、逆に減少傾向にあるのが胃と肝であ

り、大腸と肺は横這いとなっている ５）。

Ⅳ．リスク因子とがん罹患／死亡
がん発生の要因のうち、遺伝性の部分は予防不
能であるが、遺伝性の寄与する割合は大きくない
と考えられている。一卵生双生児が同じがんにな

表１　東京都がん対策推進計画（平成25年度第一次改定）（案）の概要２）

基本方針と全体目標
１．基本方針
（1）予防を重視
（2）高度ながん医療を総合的に展開　
（3）患者家族の不安を軽減
（4）がん登録やがんの研究の推進

２．全体目標
（1）がんによる死亡者の減少
（2）すべてのがん患者及びその家族の不安の軽減並びに療養生活の質の向上
（3）がんになっても自分らしく生活できる社会の構築

分野別施策
１．がんの予防の推進
（1）成人の喫煙率減少と効果的な受動喫煙防止対策の推進
目標　●成人の喫煙率を下げる。
　　　●未成年者の喫煙を未然に防止し未成年者の喫煙をなくす。
　　　●受動喫煙の機会を有する者の割合を下げる。

（2）ウィルスや細菌の感染に起因するがんの予防
目標　●肝炎ウィルスに関する知識の普及啓発、検査体制の整備及び受検勧奨
　　　●子宮頸がん予防（HPV）ワクチン接種と検診受診促進の普及啓発

（3）科学的根拠に基づいたがんを遠ざけるための生活習慣に関する取組の推進
目標　●適切な量と質の食事をとる人を増やす。
　　　　（野菜・果物を適切に摂取する、塩分の摂取量を減らす。） 
　　　●日常生活における身体活動量（歩数）を増やす。
　　　●適正体重を維持している人の割合を増やす。
　　　●リスクを高める量の飲酒をしている人の割合を減らす。 

２．がんの早期発見の推進
（1）がん検診の受診率向上施策の推進
（2）科学的根拠に基づくがん検診の実施と質の向上

３．がんを予防するための健康教育の推進
（1）子供や成人に対する健康教育及びがんの予防に関する普及啓発の推進

４．高度ながん医療の総合的な展開
５．患者・家族の不安の軽減
６．がん登録と研究の推進
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る確率が１～２割程度であるという事実がその例
の一つである。遺伝性以外の外的な要因は、除去
ないし減弱させることが可能と考えられ、がん予
防にとって重要である。1981年の Dollらの論文
を皮切りに、外的な要因がどの程度がん発生に寄
与しているかの推定をする疫学的な研究が行われ
るようになった。Dollらによると、米国人のがん
死亡に対して、がんの発生要因が関与する率は、
食事35％、喫煙30％、感染10％、生殖要因７％、
職業４％、飲酒３％などであるとし、生活習慣の
改善で多くのがん死が予防可能であるとした。次
いで1996年にはハーバード 公衆衛生学がん予防
センターが同様に米国人のがん死を対象に分析を
行い、喫煙30％、食事／肥満30％、座位での（活
動性のない）生活スタイル５％、職業要因５％、
がん家族歴５％、感染５％、周産期要因５％、生
殖要因３％、飲酒３％、社会経済階層３％、環境
汚染２％などであり、米国人がん死の約2/3が生
活改善で防ぐことができるとした ６）。
一方、食事の内容や体型等において、欧米人と

は異なる生活習慣をもつ日本人やアジア人では寄
与度がかなり異なることが予想される。井上らに
より行われた、多くのがん統計、疫学研究のメタ
アナリシスや統合解析、コホート研究等を利用し
た、日本人のがんに関する既知の予防可能な要因
の寄与度に関する研究によると、喫煙23.2％、感
染（H. pylori =Helicobacter pylori, HCV =hepatitis 

C virus, HBV =hepatitis B virus, HPV =human pap-

illoma virus, EBV =Epstein-Barr virus, HTLV-1 
=human T-cell leukemia virus-1）21.7%、飲酒6.2％、
塩分摂取1.4％、肥満、果物摂取不足、野菜摂取
不足が各0.8％、運動不足0.3％などとなっている
（表２） ７）。これらの予防可能な要因のすべてを合
わせた寄与割合、すなわち予防可能ながんの割合
は、46％であった。日本人のがん死の半数近くが
生活習慣の改善で予防可能であると結論付けられ
る。これを男女別でみると、男57％、女30％であ
り、がん罹患率の高い男性のがんがより生活習慣
に密接に関連していた。また臓器別では、５大が
んに前立腺がんと膵がんを加えた７つのがんにお
ける予防可能要因の寄与度をみると、喫煙および

感染との関連のある肺がん、胃がん、肝がんでは
寄与度が高く、逆に乳がん、前立腺がん、膵がん
では寄与度が小さいことが明らかになった（表
３）。

Ⅴ．がん予防に関わる日常生活上の要因に
ついて

独立行政法人国立がん研究センターがん対策情
報センターのWebサイト「がん情報サービス」
で公開している「日本人のためのがん予防法」に、
科学的根拠に基づく日本人のためのがん予防法と
した６つの項目が記されている（表４）。すなわ
ち、１.禁煙、２.節度ある飲酒、３.食事のバラ

表２　‌�予防可能な既知のリスク要因のが
ん死に対する寄与度（2005年、日
本）� （文献 ７）を改変）

リスク要因 寄与度
喫煙 23.2
感染 21.7
飲酒 6.2
塩分摂取過剰 1.4
肥満 0.8
果物摂取不足 0.8
野菜摂取不足 0.8
運動不足 0.3
ホルモン剤使用 0.1
上記要因全て 46.2

表３　‌�主ながん種における、予防可能な
既知のリスク要因の占める割合
（2005年、日本）�（文献 ７）を改変）

がん種 割合（％）
胃 　 79.1
大腸 結腸 33.6

直腸 31.5
肝 　 92.1
肺 　 59.2
乳腺 　 10.5
前立腺 　 0.0
膵 　 18.1
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ンス、４.適正な体重、５.活動的であること、そ
して６.感染対策である ８）。
６項目は、上記の寄与度に関する研究の中のお

もな項目に一致しており、また、簡潔な表記で一
般国民の目標となるように配慮されている。
一方、冒頭の東京都がん対策推進計画に盛り込

まれた、がん予防のための方策（表２）の中の、
「１．がん予防の推進」には３つの施策、（1）喫
煙対策、（2）感染対策、（3）その他科学的根拠に
基づく生活習慣に関する取り組み、が記されてい
る。上述の、日本人のがん予防に関する要因の寄
与度等の知見を反映して、重みづけをした記述と
なっている。すなわち、（1）の喫煙と（2）の感
染は寄与度が高く、かつリスクを高める要因とし
て中止や除去が一義的にがん予防やそのほかの健
康にプラスに働くことが明らかな事項である。
（3）の「その他」には、上記国立がん研究センター
の推奨する６項目の中の残りの４項目がまとめて
記されている。これらはいずれも寄与度が小さい
ことに加え、リスクの大きさの分布が線形ではな
く、リスクを減らすための最適値や行動が相対的
にのみ示されるもの（飲酒、体型）が含まれてい
る。
１．喫煙
喫煙が肺がんを含む多くのがんの発生と強く関

連があることはよく知られている。喫煙者は非喫
煙者に比べ、２～10倍のがん罹患リスクがあり、
一日の喫煙本数と喫煙期間に比例してリスクが増
大する。過去30年間に喫煙者の数が減少した米国

では、肺がんによる死亡者が継続的に減少してい
ることが認められている。喫煙はまた、循環器、
呼吸器疾患等、がん以外の多くの疾患と強い関連
があること、家族等による受動喫煙も大きな健康
問題であることが指摘されている ９）。
２．感染

Parkinは、全世界の20の地域における25種のが
んの発生数と、H.pylori、HPV, HBV, HCV, EBV, 

HIV等の感染頻度、およびそれぞれの感染による
がん発生リスクから、2002年における世界の感染
関連のがんの頻度の推計を行った（表５） 10）。そ
れによると、全世界で発生するがんのうち、
17.8％のがんが感染に関連していた。病原体別で
は H.pyloriによる胃がん、HPVによる子宮頸が

表４　日本人のためのがん予防法（国立がん研究センター） ８）　　  　　　　　　　　　　　　　　

―現状において日本人に推奨できる科学的根拠に基づくがん予防法―

喫 煙 たばこは吸わない。他人のたばこの煙をできるだけ避ける。
飲 酒 飲むなら、節度のある飲酒をする。

食 事

食事は偏らずバランスよくとる。
　＊ 塩蔵食品、食塩の摂取は最小限にする。
　＊ 野菜や果物不足にならない。
　＊ 飲食物を熱い状態でとらない。

身体活動 日常生活を活動的に過ごす
体 形 成人期での体重を適正な範囲に維持する（太りすぎない、やせすぎない）
感 染 肝炎ウィルス感染の有無を知り、感染している場合はその治療の措置をとる。

表５　‌�全世界での感染症に起因するがんの推計患
者数と全がんに占める割合（2002年）

� （文献 10）を改変）

病原体 推定患者数 全がんに占める
割合（％） 　　

H.pylori 603,500 5.5
HPV 561,180 5.2
HBV and HCV 535,000 4.9
EBV 113,400 1
HIV/HHV-8 102,300 0.9
住血吸虫 10,600 0.1
HTLV-1 3,300 0.03
肝吸虫 2,500 0.02
合計 1,932,800 17.8
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ん、HBVおよび HCVによる肝細胞がんがそれぞ
れ全がんの約５％を占め、１％ないしそれ以下の
頻度である EBV、HIV（human immunodeficiency 

virus）等に比べ重要性が高いと指摘している。
先進国と発展途上国別にみると、感染に関連した
がんの発生が先進国では7.7％であったのに対し、
発展途上国では26.3％であった。わが国の感染関
連のがん発生は、前述の井上らによれば約21％で
あり、発展途上国のそれに近いことになるが、こ
れはわが国の H.pyloriと HCVの保有頻度が高い
ことに由来すると考えられ、いずれも今後頻度は
低下すると予想される 11, 12）。前述の東京都の予防
施策概要には子宮頚がん（HPV）と肝がん（HCV）
のみ記載があるが、計画の本文中には H.pyloriに
ついての言及がある ２）。
３．飲酒
アルコール代謝物のアセトアルデヒドは食道が

んと頭頸部がんの発がん性があると認定されてい
る。飲酒と喫煙はがん発生について相乗的にリス
クを増大させる。また、遺伝子多型によるアルデ
ヒド脱水素酵素のホモないし、ヘテロ欠損および
アルコール脱水素酵素のホモ欠損型がリスクを増
大させる。臓器別には食道がんのほか肝がん、大
腸がんのリスクを増大させるとされている 13）。
日本人対象のコホート研究によると、１日23ｇ

未満の機会飲酒者の発がんリスクが最も死亡リス
クが低い、Jないし U型のリスク分布となる。こ
の関係は男性の全がん死亡のほか、男女とも全死
亡（がん以外を含む）および循環器疾患による死
亡で認められた 14, 15）。
乳がん発生と飲酒の関係は欧米では関連ありと

されているが、日本人においては関連ありとする
研究があるものの、いまだ証明は不十分という段
階にとどまっている。
総じて、がん予防のための飲酒量について、適

量であればがん以外の病態についてもリスクが上
がることはない。過量飲酒を控えることが重要で
ある。
４．体型／ BMI
前述のハーバード大学の研究でも見られるとお

り、初期の寄与度に関する研究では、食事の要因

の分析には肥満の要因が含まれていた。体型／
BMIは、欧米においては確実ながん発生リスク
要因である。一方、日本人において、体型／
BMIの意義が欧米のそれとは異なる。肥満その
ものの寄与度が欧米より小さいこと、そして肥満
とともに痩せもがんリスクを上昇させ、リスク分
布が U字形をとることである。この傾向は東アジ
ア人共通のものであるとされる 16）。臓器別では、欧
米では大腸、乳房（閉経後）、子宮体部がん等で明
らかな関連ありとされているが、日本人では大腸
がんにおける関連が認められているのみである。
がん以外の罹患リスクも含め、BMI25前後を中
心とした体形が望ましいと考えられている 17）。
５．身体活動
身体活動は、前述のハーバード大学の寄与度研
究において、座位の生活様式（sedentary life-

style）として５％の寄与が認められている ６）。最
近の研究でも、MET（metabolic equivalent）で表
わされる身体活動量が dose-dependentにがんリ
スクを低下させるとされ、欧米における結腸がん
のリスクを下げることが確実で、ほかに乳がん
（閉経後）や子宮体がんも可能性ありとされてい
る 18）。わが国のコホート研究でもMETと全がん
発生のリスク低下との確実な関連が示され、また
臓器別でも結腸がんで明らかなリスクの低下が認
められた 19）。
日本人の研究では必ずしも寄与度は高くない
が、他の疾患の予防や、心身の健康といった目的
とも合致するものであり、健康教育としても重視
されるべきものと考えられる。
６．食事
上記の５つの要因がそれぞれほぼ単一の事象あ
るいは行動であったのに対し、「食事」について
は、数多くのものが含まれている。肉、野菜・果
物といった食品から、塩分、食物繊維、ビタミン
等食品の中の成分もある。また、がんのリスクを
上げるので避けるべきものと、リスクを下げるの
で摂取が推奨されるものがある。中には、ある種
のがんに対してはリスクを上げ、別のがんに対し
てはリスクを下げることが疫学的に示された、β
カロテン（肺がんのリスクを上げ、食道がんのリ
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スクを下げる）のような例もある ５）。
井上らによる寄与度研究の結果では、リスクを

上げる塩分過剰とリスクを下げる果物・野菜摂取
が抽出されたのみで、しかも寄与度はそれぞれ
１％程度である ７）。日本人における prospective 

studyでは、高塩分食摂取が胃がんのリスク上昇
に関連していたが、野菜・果物摂取とがんのリス
クは十分な相関が認められていない 20, 21）。わが国
で食事の要因がやや過大評価されてきたのにはい
くつかの背景が考えられる。当初の欧米の研究で
寄与度が高いとされた、‘食事’にはその後の研究
で‘肥満’の要素が含まれていた可能性があるう
えに、肥満／ BMIの項目で見たとおり、欧米人
における肥満のがん発生に寄与する度合いが強い
ことが影響していたと思われる。また日本人の食
生活自体が、加工肉・赤肉やカビ毒であるアフラ
トキシン等リスクの高い食品と接する機会がもと
より少ないためとも考えられる。
食品中の成分に着目して行われた、最近の二つ

の大規模な介入研究において、食物繊維、低脂肪
食、野菜・果物摂取とポリープ発生（大腸がん）、
および高脂肪食と乳がん発生について、いずれも
関連が否定される結果であった 22, 23）。以上を踏ま
え、東京都がん対策推進計画の中に掲げられた、
食事とがん予防についてのメッセージが、「バラ
ンスのとれた食習慣」といった、簡潔ながら曖昧
さのある表現になっているのも理由があることに
なる ２）。同時に、サプリメント等食品中から抽出
された成分を大量に摂取することにも、少なくと
もがん予防上のメリットはないと言える。

Ⅵ．おわりに
分子標的薬等によるがんの治療法が著しい発展

を見せているが、早期発見・治療を含むがんの一
次・二次予防を推し進めることは、高齢化社会の
中で医療経済的にもこれより強いインパクトを与
えることができる。近年大きな成果を上げてい
る、日本人に関する疫学的な研究のさらなる進展
とともに、遺伝子レベルでのリスク判別等の個別
化や、それに基づく化学予防等に関する知見の集
積が期待される。
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